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日本の世論調査における妥当性と信頼性に関する研究 

─統計分析を用いた比較検討─ 

大山 康平* 

【要旨】 

一般市民の政治的意見・スタンスなどを調査しているのが「世論調査」である。日々世論調査の結果が

報じられ、調査主体によって結果が異なることもある。なぜ、マスコミによって結果が異なるのか。社会

調査法から見て今の世論調査は、世間一般の政治的意見を適切に調査・分析したものであるといえるので

あろうか。世論調査に対しては、ワーディング・サンプリング等様々な観点から批判・疑問の声が上がっ

ている。しかしながら、マスコミ各社によって実施された過去の世論調査を統計的に分析・比較検討した

先行研究は殆どなされていない。本研究では、入手可能なマスコミ各社によって実施された過去の世論調

査結果のデータに統計解析を施し、マスコミ各社発表の世論調査の結果間に① 統計的有意差が見いだされ

るのか、② 統計的差があった場合には、その背景を検討することを研究目的とした。その結果、世論調査

には統計的な差があり、その背景には重ね聞きや携帯電話を調査に含めるかなどの調査設計部分が影響し

ていることが示唆される結果になった。 

 

キーワード：世論調査 社会調査法 重ね聞き 多重比較法 

 

1. 序論 

 

近年マスコミが行う世論調査に対して、風当たりが強くなっている。その理由として、

選挙情勢調査などを含む世論調査結果と実際の選挙の結果に乖離が生まれたことが考えら

れる。アメリカメディアは「隠れトランプ」を見抜けず、日本では維新の会支持層を世論

調査ではとらえきれていないといった事象が起きた。このように近年、国内外で世論調査

に対して批判や疑問点などが指摘されている。このような事例をもとに、本研究では、世

論調査を取り巻く状況を整理したうえで、マスコミ各社の世論調査の集計データに統計解

析を施し、世論調査の信頼性・妥当性を検討することを目的とする。 

世論調査に対しては科学的な調査といえるのか、また標本抽出が正しくなされているの

か、質問は適切かなど様々な点について批判がなされている。調査設計面での批判として

は、世論調査で多い 2 択式の回答が、多様な考え方を表出させることを妨げ、極端な印象

を引っ張っていると批判しているという批判（菅原 2016）や、現在の世論調査手法では社

会システムとかけ離れたものになっているので計量社会学の知見を取り入れ、より社会と

密接なものにしていくべきだと主張しているもの（吉川 2016）、メタ語用論の観点から
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post-truth の問題の 1 つとして重ね聞きが数値を高い方へ導くこと、また選択肢の設定法で

変わる部分が多いことから、主観的真実があたかも客観的真実のごとく報じられているの

ではないかと指摘しているもの（沖田 2018）、現行の世論調査の方法では、政党支持の強

度を尋ねるものはほぼなく、自らの調査をもとに世論調査で捕らえ切れていない「完全中

立層」の存在を把握したうえで支持政党の強度が、選挙の結果や投票行動に密に関連して

いると考察し、政党支持を図る際にはその強度も調べるべきであると指摘しているものが

ある（井田 2013）。 

世論調査をどう受け止めるのか、またどのように活用するべきなのかという議論では世

論調査を行うメディアは調査票を有権者と政治を結びつけるものになるような形にし、社

会問題を解決するための方向性を探るものになるようにするべきであると主張し、そのよ

うな形にすれば世論調査批判は減ると述べるという主張や（菅原 2011）、世論調査が世論を

客観的に測定するためにあるものであるとし、政治が直接左右されるものではなく、「考慮

されるべき素材」になるべきと主張し、完璧な世論調査は不可能であるからこそ、どのよ

うに偏っているのかを明らかにし、その結果を共有することに意義があるという主張（盛

山、2016）、世論調査、世論調査報道において「ふつうのひと」の声が取り上げられず、弱

者やノイジーマイノリティにより注目がいく仕組みになってしまっていると指摘し、実際

の世論とのかい離が生まれてしまっていると指摘する。また、世論調査で取り上げるトピ

ック・結果が時に「外れ値」になる危険も指摘しているもの（佐藤 2016）がある。 

また固定電話中心、週末主体が基本の世論調査に対しての批判に対しても研究がなされ

ている。それらでは携帯電話を含めることの必要性が論じられているが、問題点も指摘さ

れている。また、週末に外出する層をとらえきれない点についてはその層の存在を認めつ

つも、結果には影響がないという先行研究がなされている（藤木 2014）。 

 

2. 方法 

 

本研究では大学図書館のデータベースや一般公開されている世論調査の集計データを利

用し収集した。調査対象は、NHK、朝日新聞、毎日新聞、産経新聞、読売新聞、日経新聞、

JNN の 7 社とし、分析の対象期間は 2014 年 1 月から 2018 年 6 月までの 4 年半分とした。

そのデータに統計解析を施して世論調査の実態について検証、比較検討を行うことを目的

とする。 

分析に当たっては主要マスコミの世論調査集計結果を利用し、差異法などを変数として

比較検討を行うこととした。その際、日経は重ね聞きしているものとしていないものを両

方公表しているが、本研究では両方をそれぞれの結果としてとして扱うこととする。分析

に当たっては統計ソフト SPSS 25 を使い、独立したサンプルの t 検定、一元配置の分散分析

とその後の検定として Bonferroni の多重比較などを行い、統計的仮説検定を行った。また各

社ごとに少しずつ異なる調査設計を変数化し、設計が結果にもたらす影響を検証した。ま

た「統計的な比較のできない項目」として「米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設問

題」を事例とし、ワーディングによる世論調査を利用しての世論誘導の考察も併せて行う。 
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3. 結果 

3.1 社ごとの比較 

まず初めにすべてのデータを対象に一元配置の分散分析とその後の検定としてBonferroni

の多重比較を行った。分析の結果有意水準 5％で統計的な差があることが認められた。また

分類化も予見される結果となった。 

多重比較の結果は表 2 のようになり、各社の対応関係は以下のようになった 

 

朝日・毎日＜NHK・日経＜FNN・日経〈重ね聞き〉・読売＜JNN 

 

表 1 内閣支持率とマスコミ各社の分散分析の結果 

内閣支持率の平均値と標準偏差 F 値（自由度） 

NHK 平均値=47.76 SD＝5.6833 

朝日 平均値＝43.52 SD＝5.4070 

毎日 平均値＝43.84 SD＝6.8621 

産経/FNN 平均値＝50.32 SD＝5.6889 

読売 平均値＝53.02 SD＝6.7446 

日経 平均値＝45.90 SD＝5.9203 

日経〈重ね聞き〉平均値＝51.51 SD＝6.6944 

JNN 平均値＝55.39 SD＝5.7085 

26.125(7)*** 

***p<.001 水準で有意 

 

図１ マスコミ各社の内閣支持率の平均値のグラフ：標準誤差表 
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表 2 多重比較の結果要約表（内閣支持率） 

多重比較で差のあったもの：平均値の差（絶対値）と標準誤差 

NHK 

朝日 平均値の差＝4.2407*  SE=1.1734 

毎日 平均値の差＝3.9148*  SE=1.2306 

読売 平均値の差＝5.2593*  SE=1.1734 

日経〈重ね聞き〉平均値の差＝3.7505*  SE=1.1905 

JNN 平均値の差＝7.6330*  SE=1.1846 

朝日 

FNN 平均値の差＝6.8011*  SE=1.1905 

読売 平均値の差＝9.5000*  SE=1.1734 

日経〈重ね聞き〉平均値の差＝7.9913* SE=1.1905 

JNN 平均値の差＝11.8738* SE=1.1846 

毎日 

FNN 平均値の差＝6.4752*  SE=1.2470 

読売 平均値の差＝9.1741*  SE=1.2306 

日経〈重ね聞き〉平均値の差＝7.6654*  SE=1.2470 

JNN 平均値の差＝11.5479* SE=1.2413 

FNN 
日経 平均値の差＝4.4176*  SE=1.2074 

JNN 平均値の差＝5.0727*  SE=1.2015 

読売 日経    平均値の差＝7.1166*  SE=1.1905 

日経 
日経〈重ね聞き〉平均値の差＝5.6078*  SE=1.2074 

JNN 平均値の差＝9.4903*  SE=1.2015 

日経〈重ね聞き〉 JNN   平均値の差＝3.8825* SE=1.2015 

*p<.005 水準で有意 SE は標準誤差 

 

3.2〈重ね聞き〉についての分析 

次に各社間の調査手法の違いの中から＜重ね聞き＞に着目し、独立したサンプルの t 検定

を行った。この際、他の要因の影響は排除せず、あくまでも一要因としての重ね聞きに着

目する。分析の結果、内閣支持率（t=-5.58）、自民党支持率（t=-13.02）、共産党支持率（t=-3.20）、

支持政党なし（t=4.09）の平均値がいずれも 1％水準で統計的有意差があることが判明した。 

 

表 3 内閣支持率の〈重ね聞き〉の有無による比較：t検定の結果 

内閣支持率の平均と標準偏差 ｔ値（自由度 

〈重ね聞き〉あり 平均値＝52.29 SD＝6.73 

〈重ね聞き〉なし 平均値＝47.85 SD＝7.13 

-5.58（410）*** 

***p<.001 水準で有意 
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表 4 自民党支持率の〈重ね聞き〉の有無による比較：t検定の結果 

自民党支持率の平均と標準偏差 ｔ値（自由度） 

〈重ね聞き〉あり 平均値＝35.17 SD＝3.48 

〈重ね聞き〉なし 平均値＝40.28 SD＝3.41 

-13.02（410）*** 

***p<.001 水準で有意 

 

表 5 共産党支持率の〈重ね聞き〉の有無による比較：t検定の結果 

共産党支持率の平均と標準偏差 ｔ値（自由度） 

〈重ね聞き〉あり 平均値＝3.84 SD＝1.06 

〈重ね聞き〉なし 平均値＝3.49 SD＝0.95 

-3.20（410）*** 

***p<.001 水準で有意 

 

表 6 「支持政党なし」の〈重ね聞き〉の有無による比較：t検定の結果 

「支持政党なし」の平均と標準偏差 ｔ値（自由度 

〈重ね聞き〉あり 平均値＝37.48 SD＝6.13 

〈重ね聞き〉なし 平均値＝40.56 SD＝6.86 

4.09（409）*** 

***p<.001 水準で有意 

 

3.3 「選択肢の分割」の影響 

次に内閣支持率の選択肢が結果に与える影響を検証する。ここでも独立したサンプルの t

検定を行う。その結果、4 択を 2 択に集計している JNN と 2 択を採用しているそれ以外の 6

社との間には、内閣支持率/内閣不支持率ともに統計的有意差があることが判明した。 

 

表 7 内閣支持率の選択肢の数による比較：t検定の結果 

内閣支持率の平均と標準偏差 ｔ値（自由度） 

2 択 平均値＝48.05 SD＝7.02 

4 択 平均値＝55.39 SD＝5.71 

-7.197（410）*** 

***p<.001 水準で有意 

 

表 8 内閣不支持率の選択肢の数による比較：t検定の結果 

内閣不支持率の平均と標準偏差 ｔ値（自由度） 

2 択 平均値＝36.04 SD＝6.47 

4 択 平均値＝42.92 SD＝5.66 

-7.266(410)*** 

***p<.001 水準で有意 
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3.4 比較検討できない「質問」について 

ここまでマスコミの世論調査の質問項目のうち、「内閣支持率」「政党支持率」の項目を

取り上げ、統計分析を行ってきた。世論調査で政策課題など尋ね方が社によって違うもの

は質問に意図がある可能性もあるためこれまで行ったような比較ができない。その一例が

以下の高度プロフェッショナル制度に対しての各社の聞き方の違いである（各社の世論調

査より抜粋）。 

 

表 9 世論調査における「働き方改革」の質問文例 

社名 実施年月 文 章 

産経/FNN 2018/2 
所得の高い一部専門職に限り、労働時間の規制対象から外す「高

度プロフェッショナル制度」の導入に賛成ですか、反対ですか。 

JNN 2018/3 

「働き方改革関連法案」では、高収入の一部の専門職を労働時間

の規制から外す「高度プロフェッショナル制度」を創設する方針

ですが、野党は「残業代ゼロ法案だ」と批判しています。あなた

はこの制度に賛成ですか、反対ですか。 

朝日新聞 2018/3 

政府は、専門職で年収の高い人を労働時間の規制の対象から外す

「高度プロフェッショナル制度」を働き方改革関連法案に盛り込

む方針です。高度プロフェッショナル制度を法案に盛り込むこと

に賛成ですか。 

 

このように、各社によって大きく質問項目が違うものも多い。この場合、単位同質性1が

確保できないため、統計分析を行うことは不可能であると考えられる。また、質的な比較

もできないと思われる。 

 

4. 考察 

 

分析の結果から世論調査には統計的有意差があることが判明した。その差を生む要因と

してはワーディングなどの調査設計部分にあるのではないかと考えられる結果になった。

またマスコミ間によって＜重ね聞き＞を《行う/行わない》、大きく質問文が異なる、この

ような世論調査が行われている現状から、果たして我々が日ごろ接している世論調査は信

用できるものなのかという疑問が出てくる。しかし重ね聞きや細かいワーディングなどの

差はあるものの、先行研究でも議論されているように、内閣支持率や政党支持率などのシ

ンプルかつ同じ質問を繰り返しして調査している項目についてはマスコミ間に差はあれど

も調査として信頼性のあるものであると考えられる。一方で政策イシューを問うものに関

しては、ワーディングに各社のイデオロギーなどが出ているものもあり、また同じ質問を

                             
1 社会科学における比較で同じ意味の値ということ。二つの観察単位における従属変数の期待値が同じ

であるならば、この二つの観察単位は同質的であると考えるというもの。 
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繰り返し行っていない場合もあり、比較が困難であり、調査としても不十分なものである

と考えられる。このような調査に基づく報道は不誠実・不正確なものであると言わざるを

得ない。 

 

5. 結論 

 

結論として世論調査には実施主体間で統計的有意差があり、ワーディングやサンプリン

グの違い、重ね聞きなどマスコミ各社による設計の違いがその差を生むことが明らかにな

った。この結果から考えられるのはマスコミ間統一ルールの作成が必要であると考える。

また誘導的・恣意的と捉えかねられないような質問文での調査を行わない、同じ質問を最

低 10 回以上の調査で継続して行うなど社会調査として自然な形での調査を行うことが求め

られていると考える。 

本稿で主に取り扱った〈重ね聞き〉については、調査において〈重ね聞き〉した場合は

必ず二種公表〈重ね聞き〉（する前/した後）をすべきであると考える。本研究では、〈重ね

聞き〉することが回答の上方修正を招くことが明らかになった。そうである以上、一般市

民に提供すべき情報は都合よく修正したものではなく調査結果の実態そのものである。〈重

ね聞き〉によってより支持/不支持がわかるという点から重ね聞きそのものについては否定

しない。しかしもたらす効果を合わせて公表することは必須であると考える。選択肢の分

割についても同様に 4 択のまま公表すべきであると考える。 

このような統一ルールの作成、あるいは同じ質問を繰り返し調査するといった科学的手

法を用いた調査を行うことによって、世論調査がいたずらに政治状況をあおっているとの

批判も解消されるとともに、世論調査の本来の目的である、「その時点における人々の政治

的スタンスなどを測る」につながると考える。世論調査がポピュリズムにつながりかねな

い現況は非常に危険な状態であると考える。マスコミ各社は世論調査の意義を再度深く考

え、政治と社会をつなぐ貴重な物差しであることを認識し、多面的で専門性を保ちながら、

専門知識を持たない人であってもその実態がわかるようなものであるべきであると筆者は

考える。 
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